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ソ連の第12次5か年計画の進行状況と経済政策

望月喜市
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1 .はじめに

ソ連の第12次5か年計画が1986年に発足して 2年になろうとしている。この計画期間は

経済改革(新しい経営方法)の移行期として位置付けられ，その全面的実施は次の第13次

5か年計画を待たねばならない。しかしたとえ一部分の導入であれ，新制度が広がるにつ

れその効果が具体的に観察されることが，次期5か年計画に予定されている新制度の全面

的導入にとって必要であろう o 今度の 5か年計画は，経済改革の成否を占う重要な意味を

持っと同時に，2ωo年にし、たる長期的目標の一環でもある。この長期経済戦略としては，の
ちにみる数量指標で示される計画課題のほかにも，つぎのような経済目標が含まれている。

1 ) 経済の成長率の低下傾向に歯止めをかけ， 70年代の成長率に復帰する。それを70年

代にない不利な条件(投入条件と外貨条件)のもとで行なう。

2 ) この 5年間に製品の品質で、世界の水準に達する製品の数を増やす。とくに加工工業

の分野で国際競争力のある製品比率を増加させる。

3 ) インフラストラグチュアーを充実し，生活水準を引き上げる。

4 ) 農業生産高をたかめ 「農業プログラムJを遂行する。

5 ) 大量殺りく兵器の完全禁止と軍縮を実現するとともに，国家の安全保障のために必

要十分な軍備を維持する。

6) 東シベリア，極東経済の相対的自立化を促進する。

7 ) 経済分野で、太平洋経済関への接近をはかる。

これらの目標に対し，つぎの分野で目標達成のための手段が取られる。ただしこれらの

項目は一部で互いに重複している。たとえば， 1)の「主として経済運営の主体に関係し

たものJの項で，賃金と経営成績とのリンク制の導入を取り上げているが，これは同時に

8 )の「企業の刺激システム」に含まれる事項でもある。また外国貿易国家委員会の設置

は， r管理制度の改善」であると同時に， r対外経済政策Jとの関連でも取り上げられてい
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る。このように重複しているのは，できるだけ包括的に経済的措置を列挙してみようとい

う意図からである。なお[ ]のコメントは筆者によるものである。(政策採択の日時な

どに付いては山村理人氏の作成資料 (r日ソ経済調査資料J87年10月)を一部利用した)。

1 ) r主として経済運営の主体に関するものJ この中味はおもに民主化措置と人事政
策であり，つぎのような措置が実施された。

* 企業内部に労働者評議会を設置した。〔これと従来からある，労働組合との機能分掌
は今後の問題であろう。労働者評議会は管理職の選出を含む生産参加機能を労働組合

から引き継ぐように思われる。〕

* アルコール販売の制限による酒気おび勤務や飲酒によるトラブル防止 (85年8月)
* 労働規律の引締め(アンドロポフ政権以来の政策継承) (85年 6月， 87年 5月)
* 企業・研究所長などの選挙制度の導入
* 党・管理=行政・労働組合機能の分離の方向性(昨年党規約を改正し，党組織がソピ
エトなどの機能を代行しないことを独立の条項とした)

* 経営能力のリクリート制度の強化
* 国家指導層の若返りと人事更新の促進
* あらゆる分野(マスメディア 歴史の見なおしなど)での民主化促進
* 集団請負方式の導入 (W経済新聞J1， 87年No.21)
* 不労所得の禁止 (86年 5月)
* 個人労働法の採択 (86年11月)
* 地方権限の強化
* 賃金の引き上げと悪平等主義の解消，ボーナス・賃金と経営成績とのリンク制度の導
入 (85年 8月)

* 消費財の品質改善，有料日常サービスの強化と改善による賃金の実質化政策を指向
* 教育改革 (87年 3月)
2 ) 生産の投入条件の改善をはかる=主として投資政策:

* 機械，ハイテク開発関連・燃料関連への重点投資
* 社会資本の整備と拡大
* 新規工場建設を原則としてストップし，既存工場の更新・近代化投資を促進する
* 未完工投資残高の縮小，建設期間と慣らし運転期間の短縮
* 関連投資の連携・バランスを改善し，投資効果が整合的に機能するようにする
* 既存設備の稼働率引き上げ=交代係数の引き上げを実施する
* 投入原料の節約， 2次原料・燃料の利用促進，産業廃棄物の縮小と有効利用
* 労働力の節約促進，配置転換の促進(再訓練制度，求人情報の整備)，労働力の定着
化の強化

* 学校教育と産業教育の結合強化
3) r科学=技術政策」の改善:
* r基礎研究一応用研究一生産への導入」の結合を強化し促進する，産学協同推進
* 科学アカデミーの人事更新の促進(定年制の導入など)
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* 部門間科学一技術コンプレックスの設置 (85年12月)
* 科学研究機関への経済計算制の導入
* セフ諸国との科学・技術協力の拡大と促進
* 先進工業諸国とのライセンス取引・合弁企業・生産協力・科学技術協力の促進
* 品質改善のための価格政策・国家検収制の導入 (86年5月)
4 ) 管理制度改革:

* 大部門制の導入による統一産業政策の強化=タコツポ式縦割管理の弊害を排除する。
大部門として燃料コンプレックス (K)，機械K，農工K，輸送K，建設K，対外
経済国家委員会(貿易活動の調整)などを新設した。

* 地域の目的別統一政策のための「地域工業K(TPK)Jの適用と拡大
* 管理組織の簡素化=2環システムの採用
* 外国貿易システムの一部自由化と対外経済国家委員会の設置('86， 8. 19) (上述)
* 統計局の国家統計委員会への改組
* 銀行システムの整備・改善(ゴスパンク，対外経済B，工業一建設B，住宅一社会
B，貯蓄 B)

5 ) 行政機関の機能・内容の改善:これは制度の変更ではなくその機能面の変更・改善

をはかるもの。その意味では4)がハードウェアの改善であり こちらはソフトウ Z アー

改善といえよう。もちろん制度の改善は当然内味の改善を伴うはずで，その意味では4) 

の項目内の事柄はすべてこの項にも含まれることになる。

* ゴスプランの機能改善，価格制度の改善，資材一機械補給制度の改善(卸売商業およ
び直接結合の漸次的強化)などを指向。

6 ) 貨幣・資金・財政・信用機能の強化と改善。従来の社会主義経済はもののフローに

もっぱら重点がおかれ，かねのフローは軽視される傾向にあった。しかし今後の改革では

65年改革以上に，かねのフローを重視する政策を打ち出している。この分野では完全経済

計算性，資金自己調達制，資金自己回収制導入といった経営内部の資金管理の強化だけで

なく，企業向け財政支出の抑制と信用制度の強化，地方行政機関にたいする社会資本の資

金確保ルートを強化する，投資資金運用の分権化，転換ノレーブルの交換性導入問題の検討

開始(学界段階での)などを指摘できょう。

7 ) 対外経済政策の改善:

* 外資・合弁企業の導入政策の促進
* 貿易政策の一部自由化と対外経済国家委員会の設置(上述)
* 主としてコメコン諸国との科学・技術協力の強化
* 太平洋経済閤への接近政策の始動
8 ) 企業内システム，機能メカニズムの改善 r国営企業法J(87年2月)に代表され
る新しい経済制度と呼ばれるもの

* 完全経済計算制・資本自己調達制，資金自己回収制の導入
* 所得・利潤配分制度の改善，賃金フォンド自己調達制の導入
* 産業における作業班請負制，農業における家族請負制の導入

-125-



* 1交代制から 2-3交代制へ
* 企業内民主化措置の強化など

望月喜市

上述のうち 3)一 7)は企業の完全独立採算制や効率的メカニズムが作動するための

環境条件の整備にあたる措置で、ある。経済成長などマクロ経済に及ぼす効果から見ると，

1 )の人事政策は速効的ではあるが一過性という欠点をもを持つのに対し， 2) -6) 

は，効果は持続的であるが，成長・効率メカニズムを内在的に再生産する機能を持つこと

はできない。 7)の政策の成否は国際情勢にかなり左右されるが，園内経済の負担は軽く

て済むと L、う性質を持つから 成功すれば政策としてはかなり得な政策である。 8)は一

連の経済改革の総仕上げ的性質を持ち(実はこの措置は環境条件の改善措置の完成をまた

ないで，すでに一部企業に導入されているのであるが)，この経営内部の改革が定着して

初めて，経済システムは自分自身で活性化のエネルギーを自律的に生みだし，経済成長と

品質改善のメカニズムを内在的に機能させるようになる。

現政権の経済改善政策を観察すると，つぎのように要約できょう。まず経済パフォーマ

ンスの改善に速効性を期待できる人事面での若返り，企業長の選挙制，労働者評議会の設

置，汚職の摘発の加速，酒気おび出勤や飲酒からくるトラブルの防止，経営自主権の強化

などの政策を通して民主化を計り，勤労者に国の経済管理の主人公たる意識を持たせ(生

産者主権意識の徹底)，責任感とやる気を喚起する。

それと同時に，賃金制度の刺激機能，労働の生産性と労働力の定着率を高めるため，①

企業経営成績に賃金とボーナスをリンクさせる ②貨幣賃金の実質化のため消費財とサー

ビスの供給拡大，品質の引き上げと品目の多様化を高める。③住宅，学校，保育施設など

の整備を急ぎ，労働の定着率をたかめるなどの政策を早急にとり，ペレストロイカの効果

を示す，④信賞必罰の人事政策を実施する。こうした一連の措置により，厳しくなった勤

務条件のもとでの労働のストレス，反発，不満を押え込む。

強力な投資政策と技術政策を発動して生産性向上の客観条件を作りだし同時に価格制

度，資材一機械供給制度，信用制度の改善で企業改革の環境条件を整備する。企業内に「企

業法」の線にそった新しい経済制度を導入し，効率と質の経済行動が自律的に再生産され

る経済制度を作るなど。以上のような政策をおし進めることが当面の改革戦略と言えよう。

このような経済戦略の軌道にそって経済が発展しているかどうかは，簡単には結論づけ

られない。本稿では上述の経済改革に関連した経済戦略の実施過程を検証する目的で，と

りあえず主として統計数字を通して 5か年計画課題の現在までの実現状況を分析し，評

価しようとするものである o

2 .数字でみる第12次 5か年計画の特徴

ソ連当局は，前節で述べた当面の経済戦略を，マクロレベルではどのような統計数字と

して発表しているのか，数字からみたその特徴を検討しよう。そのためにまず第12次5か

年計画の公式発表のデータを集めて計画値のもつ特徴を分析し(表 1)，ついで単年度計
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闘と実績との比較可能な表を作成し，次節でそれを評価する事としよう。

表 1 5カ年計画数字にみる12次5か年計画の特徴(単位 :10億ループール)

第(11107削6年一カ8年0計年画) 第1(119次815-カ85年年計)画 第12次 5カ年計画 0986-90年)

実績(川 計画 実績
年平均 指数 0985年と100)
成長率 1986 1987 1988 1989 1990 

利用国民所得
+400111 
18-20% 

2398111 
14，07%) 
103.8 108 112.4 117.1 122.1 

12寸045)?24.4M (17.3%) (3.8) (4.0) (4.1) 14，2) 
(t12A5 -

鉱工業総生産高
17 
26-28% 20%121 (4.56%1 

104，3 108.9 113.8 119.1 
24.3% 14.3) 14.4) 14.乱 (4.7) 15町0)

生産財生産高 (Aグトプ) 25.9% 26-28% 20児12 14.45%1 
104町3 108.8 113 118.7 124.3 
14，3) 14，3) (44 4目3 (44 0.4 (U127 L 

消費財生産高(おグループ) 20，9% 26-28% 21出(2) 14 90児)
104.4 109，2 11 12 
14，4) 14.6) 14，7l (5.3) 15.5) 

投 国家集中投資(4) 5 12，85児)
109.9 108，9 110 9 112，8 115，1 
19町9) (-0，9) 1]， 8) ( 1.7) 12，0) 

国家投資 6 635131 
744.0 8，4・
(17，2%) 8.0151 5.6151 

資 すべての財源からの投資 7 (17.741先
1(17
り
12-15% 
843. 2(11) 

117，5児)

社会的労働の生産性 17.7% 17-20% 16.1% 

鉱工業の労働生産性 9 16.7% 23-25% 16.6% 14.56%) 
104.1 108，7 113.6 118，9 125 
14.1) 14.1) ~ u1l 15.1) 

建設業の労働生産性 10 11.4% 15-17% 13.8% 13，B9%) 
103，5 107，3 111 116 121 
(3.5) (3.7) (4.0) (4.1) (4， J) 

鉄道の労働生産性 11 0.5% 8.2% 12，泊施)
102，1 104.4 106.4 109，4 112 
12.1) (2，3) (2.4) 12.3) (2.4) 

農業の労働生産性 12 15.1% 22-24% 14.6% (4.0%) ー~ 21.4% 十一一一一一 ト弾←

国民経済からの利潤 13 24.3% 34.6% 18.83%) 
109.3 118.5 128.3 139.3 152.7 
(9.3) 18，4) (8.3) (8.6) 19.6) 

一人当り実質所得 14 17.8% 16-18% 11.0%161 (2目;;0先)
102目5 10.5 108 111 114 

市
(2目
5.9
) (2.4) 12目8) 12.7) 

小(売
86
販-売
90
高年(ア)ルコールを除<J 15 24%171 22-25先制

16河田)
15.93月)

112.2 125.9 133，4 
22% (5.9) 16.0) 15.9) (6.0) 16.0) 

農業生産高 16 7.7% 12-14% 11.1% 一喝・E- 14.4% ドー』

労働者-勤務員平均賃金 17 16.0% 13-16% 12.4%(12) (2.7%) 句咽咽医 14.7% 一一片-

コルーホズ員所得 18 28.9% 20-22% 29.4% (3.4%) ー~." 18.0% 

続税葉;オンド 19 30.0% 20% 25.6% 14.6%) 司帽咽E- 25 % 

有料サービス 20 40-ω% 18.4%) ー咽咽匠トト一一一一一向 50 % トー岡←

外国貿易高 21 29.6% (13) 19.8% 
-ー一回'-ーー一

出所:第10次， 11次実績と計画値は， wエコノミーチェスカヤ ガゼッタ~ 1980年12月，

No.49， (W経済新聞』以下{E.GJ 80. No.4と略記する)実績値は， w国民経済統計集~1985年

度版(以下， {HX} 85と略記する。 12次計画値は， {E.GJ 86. No.26によった。
注:

1 ) 国民所得の増加額400(b.r.: 10億ルーブルの略，以下おなじ)とだけかかれ，生産
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国民所得か利用国民所得か，経常価格表示か不変価格表示か不明。結局 {HX~85 

(p.410)にある一番近し、398(b.r.) (第9次と第10次の 5か年計画の差額)をもっ

て，この数字に対応するものと考えると，この数字は r1973年価格による利用国

民所得Jを意味していると推定される。( )内の数字は，前記統計集の同所にあ

る総額を示す。特別の表示がない限り数字はすべて10億ノレーブル単位。十記号は

増加額を表し，誘導計算値はすべて( )内に入っている。なお，第10次5か年

計画 0976-80年)の成長率は24.4%であった。

2 ) { HX~ 85 (p. 92) 

3 ) この数字は単に「国民経済への投資」とだけ書カ通れている。 {HX~85 (p .363)と

照合しこの数字にもっとも近くかっ概念的に適当で、あろうと思われるのは， r国家
投資J(630.2 b.r.)であるから，この概念をここでは採用する。したがって，この

表で採用した{E.GJで伝えられる，第10次計画の実績報告 (635b.r.)とそれ以

後に書かれた {HX~85 (p. 363)の数字 (630.2b.r.)とは食い違ったままである。

これに対し，全ての財源からの投資と L、う概念があり，その数字は， 717. 7 (b.r.) 

である。

4) r国家集中投資JとL、う概念は，第12次計画のルイシコフ報告にはじめて登場した
投資概念で，この箇所以外どこにも登場せず， 1986年一87年の実績報告にも姿を

見せてない。

5 ) この増加率は1986年に関しては，単に「投資」とだけかかれ， 1987年に関しては「国

家投資Jと明記されている。ここでは，注 3)の経験に習い，単に「投資」もしく

は「国民経済への投資」とある場合.r国家投資」を意味するものとして扱った。
なお同一年度の左側の数字はその年度の計画値，右側のそれは実績値である。

6 ) {HX~ 85 (p. 411) 

7 ) 小売販売高とだけ記載され24%と発表されている。そこで. {HX~ 85 (p .458-59) 

にある数値を参考にすると，もっとも広い概念として「国家・協同組合(公共食

堂をふくむ) ・コルホーズ商業」と L、う統計項目があり，経常価格表示で28.9%.

比較価格表示で24.3%増加となっている。したがって. {E.G.~ に記載されている

24%は比較価格表示と考えられる。なおこの両者を用いて，物価デフレーターを

計算すると，年平均で0.73%の小売価格上昇率となる。

8) r国家・協同組合商業小売販売高」となっている。これは5か年間成長率であるか
ら，通常は比較価格で表示されるのが普通である。 {HX~(p .458-59)には，そ

れに近いデータ (rすべての小売売上高」の指数)はあるが，厳密に対応する数値

はない。ただ，経常価格と比較価格との差は上記のようにあまりないので，両者

の差をあまり気にしなくてもよい。なお 7) 8) ともアルコール飲料の売上額を

含むものと考えられる。

9 ) この欄の16%が「すべての小売売上高」の指数とし、う概念で表示されているデータ

であると思われるが，同時に.{HX)) 85 (p. 37)のインデックスからの計算では，

「国家・協同組合小売販売高」と明記された指数があり，これで計算すると.16.2 
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%となり上記の16%とほとんど一致する。 22%は同じくアルコール飲料抜きの小売

データである。

10) 第10次計画，第11次計画の実績は，とくに断わりなき限り {HX~ (pp. 36-37)の

指数から計算している。

11) 上記の指数からの計算では， 17.4% 00次)， 18.9% 01次)となる。

12) 平均賃金の絶対額は，計画で'190-95ルーフール，実際値は190.1ルーブル (1985年)

であった。

13) 計画値は与えられていなし、。

その他，指標のかたちで必ずしも表せない計画目標として つぎの様なことが取り上げら

れている。

1 ) 住宅供給高は総面積5億9500万dとし，新住宅の質を高める。

2 ) 生活水準を引き上げるために，つぎの措置を取る。

a) 第11次計画期間から開始されている，教育職従事者の賃金引き上げ措置を完了さ

せる。

b) 保険・文化・高等教育施設の労働者賃金の段階的引き上げを開始する。

c ) 研究施設，建築・工芸施設関係の賃金と，新技術・先進的製造工程の創設と導入

に伴う経済効果との関連を一層強化する。

d) 極東・シベリア地域の企業・施設・機関の勤務員に対し勤続年数に応じた賃金

加算制度を導入する(西シベリアに言及無し。これは西シベリアを除く両地域の

労働定着率を引き上げる必要から出ていると考えられる一引用者注)。

e) ウラル，カザフの北部・東部地区(その他以下省略)一-…の勤務員の賃金に対す

る地域係数を新設する。

f ) 第 2，第3交代勤務員(とりわけ機械産業)の奨励給と待遇を改善する。

g) 月額80ルーブル以下の賃金は免税とし， 80-100ルーブルの範囲の課税率を引き

下げる。

その他歳半まで、の乳幼児保育のための有給休暇， 1歳半から 2歳までの無給の休暇

制度などの改善措置が導入される。

表 2 単年度計画の動向(%)

1985 1986 1987 (1 -9月期) 1988 

実績 計画 実績 Z十 画 実績 計画

生産国民所得
1.4 (名目)111 

3.9 4.1 4.1 2.4 4.3 3.5% 

利用国民所得 2 

鉱工業総生産高 3.9 4.3 4.9 4.4 3.6(4.8) (12) 4.5 

生産財生産高 4 3.9 4.3 5.2 
L 
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表2 (統計

1985 1986 1987 (1 -9月期) 1988 

実 績 計 画 実 績 計 画 実 績 計 画

消費財生産高 4.1 4.4 4.0 

農業生産高 0.1 5.3 5.1 2.417) 1.1 3.4 

固定フォンド稼働開始 1.5 14.1 6.0 165181 4.7 

投資(2) 8 3.0 8.4 8.0 5.1 5.6 3.6 

社会的労働生産性 9 3.8 3.8 4.0 *(1的 4.2 

鉱工業労働生産性 10 4.1 4.1 3.7 4.5 

建設業労働生産性 11 3.8 4.8 4.0 

貨物輸送高 12 1.7 2.1 1.3 

旅客輸送高 13 1.2 3.8 

国民経済全利潤 14 8.9 8.8 *(1時 7.9 

勤労者平均賃金 15 2.3 2.7 20119) 3. 616} 

コルホーズ員受取り 16 1.5 4.0 16219} 2.116} 

社会的消費フォンド 17 4.1 4.1 *(1時 4.6 6.5 

住民一人当り実質所得 18 2.5 2.3 *(1時 2.2(1時 2.7 

小売高売上高(アルコール故ぎ) 19 5.7 6.0 7.1 5.9 3.31:l) 

向上 20 5.3 6.4 *(1時 2.814) 1.2恒) 2.6 
(アルコール飲料を含む)

有料サービス売上高 21 14.2 10.2 9.5 11.9 

住宅供給高 22 4.5 4.5 126.2(11) 

外国貿易(実際価格) 23 3.0 ム8.0 ム2.3

出所:データは{HX)) ， {E.GJなどからとった。基本的には表lとおなじ。 1986年の

データは{E.G.}87 . No.5。ただし86年計画値は， 1985年計画値(実際値ではない)を

ベースにした実績値を示す。したがって実績値の成長率が計画ベースのそれより高い場合

は， 1985年の実績が計画に及ばなかったことを示す。 1987年計画値は同誌86年No.480 87年

実績値は最初の 9 カ月に関する速報。同誌87年 No.44，および『プラウダ~ 87・10・180
注:

1 ) 名目値は経常価格表示による生産国民所得の成長率({HX} 84と85年版による)。

実質値は， {HX} 85の「経済社会発展の基礎指標Jにあるインデックスより計算。

名目値が実質値より低いことは，一般物価水準の低下を意味し，物価は上昇して

いるという一般情報に反する奇妙な結果になっている。

2 ) この投資は表 1の注5)と同じく国家投資である。
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3 ) アルコール飲料を除く小売販売高(比較価格による)

4 ) I国家・協同組合商業小売販売高(実際価格による)J

5) I向上(比較価格による)J

6 ) 本年 1-9月期ロ200r .，昨年同期=194 r.，コルホーズ員:同147r . ， 144 r .より

計算。

7 ) 農業生産高は1985年対比で87年計画値7.6%増より計算。どうして87年単年度計画

を直接示さないのか不明である。

8 ) この数字は165b.r. (絶対額)で与えられている。したがって直接比率で比較でき

ない。そこで1985年の実績にさかのぼって，比率に直す計算を行ってみた。ここ

でも統計概念の不明きに悩まされる。とりあえず辻妻の合うと推定される「国家

・協同組合企業の固定フォンド稼働開始J(比較価格)1985年=154.8b.r.を採用

し， 86年実績6.0%の成長を用いること，この87年計画値165b.r.は僅か0.6%の成

長でしかない。この異常な矛盾は，おそらく計算の基礎を「掴営企業の固定フォ

ンド稼働開始」に絞らなかったことによると思われるが，この数字が『統計集』

に記載されていないのである。しかも発表文書によれば，この計画値は 5か年計

画値を上回るものであり，投資の増加テンポを越えるものである。その結果未完

成投資は87年末までにノーマルなレベルにまで縮小すると言う(ノーマルなレベ

ルがどんなものかは書かれていなし、)。まことに難解にして不思議な計画であり発

表の仕方である。

9 ) ふたたひ、絶対額で‘与えている。注6)を参照にすると勤務員に関しては，この計画

値を大体クリアーしているが，コルホーズ員に関してはかなり遅れていることが分

カミる。

10) 文章で言及するのみで，具体的数字は挙げていない。

11) 百万d表示，この数字は 5か年計画を15.8(百万nf) 02.5%)上回っているとの

こと。

12) この計画をベースとする成長率。タルイジン報告 (Wプラウダ~ 87・10・20)。この

計算の根拠は不明。というのは，表 lに見るように， 5か年計画での86年実績を3.

6%とすると，この両年で1985年ベースの指数は108.6となる。したがって計画値を

ベースにした成長率は4.2%(1.086/1.043) となる筈である。また逆に計画ベース

で報告に言うように4.8%の実績を87年に達成するとすれば，実績ベースでの成長

率は， 4.2% (1.043 x 1. 048/1. 049)になるはずである。タルイジン報告で、は 2

年間の工業生産の増加は8.9%となっている。

機械コンプレックス全体 (7.6; 6.8 ; 7.2)，重工業省 02.0; 10.7 ; 12.5)，電子工

業 (8.5; 5.3 ; 5.8)，化学工業 04.4; 10.6 ; 12.2)，工作機械 (7.0; 4.9 ; 5.8) ，装

具工業 (6.8; 3.9 ; 4.5) ，自動機械工業(6.0; 5.5 ; 5.5) ，農業機械(6.4; 10.0 ; 10. 

1)，道路建設機械 (5.0; 5.5 ; 4.8)，軽工業・食品機械 (5.0; 4.0 ; 3.5)。

新製品導入計画について， 1987年第3四半期だけで考えると，この割合は13%であって，
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この点では本年上期が4.3%であったのに比較して長足の進歩といえる。全体として新製

品導入計画は超過達成されつつあるといえよう。計画すれすれの省は，自動機械工業省，

農業機械工業省であり計画未達成は道路建設機械工業省，軽・食品機械工業省であるが，

機械生産省の中心となる重機械，工作機械などはL、ぃ成績を示している。

資源節約型の技術導入の成果として，この報告では次のものをあげている。原子力発電

の比率=11.2 00.1，括弧内は前年同期以下同じ)石炭の露天掘り比率=42.3(41. 6)， 

酸素転炉，電気炉生産比率=46.9(45.6)，連続鋳造法の利用=16.004.8)，化学繊維に

占める合成繊維の比率=59.7(57.9)，省資源製法による印刷用紙生産比率=56.8(51. 1)， 

熱節約型クリンカーによるセメント生産比率口18.406.6)。鉄道電化率=62.3(61.5)。

技術集約型農耕が可能な冬蒔小麦の播種面積13.8(百万ヘクタール， 9月28日現在)。

「部門間科学・技術コンプレックスJに関連した高能率機械設備として，高熱重合体部

品の回転コンベアー高圧鋳造ライン(これは10倍以上の生産性の向上と著しい工場面積の

節約を可能にする)。化学，石油化学，石油加工工業における省資源・エネルギーのため

の新触媒の利用。しかし一連の「コンプレックス」では，計画期間を越えて研究や実験の

成果が遅れており，個々の企業や機関のなかにはコメコン諸国との化学・技術総合プログ

ラムの課題を達成していないものがある。

製品の品質改善の面では，国家検収制度が現在1500企業に対し実施されているが，再度

検収によっても製品がパスせず，結局この 9カ月間に破棄された製品の総額は42b.r.に

達した。この額がどの程度に相当するかを計算してみるとつぎのようになる。

ます'1985年鉱工業の生産高は803.8b.r.であり， 86， 87年の生産額の成長率はそれぞれ

4.9と3.6(最初の 9カ月)であった(表2)から， 1987年の生産額は概算で873.5b.r.に

なる。したがって42b.r.は，この総額の約4.8%に相当する。またこの廃棄製品が仮に従

来のように生産高に計上されるものとすれば， 87年9カ月の成長率3.6%は， 1. 036 x 1. 

048= 1. 0857，すなわち計算上の鉱工業生産高は， 8.6%の伸びを示すことになる。これは

決して小さな影響ではないと言わねばならない。

つぎに交代係数の引き上げがもたらす，効果について報告はつぎのようにのべている。

2-3交代制の導入で，約2万5干の金属加工設備， 25万dの工場面積が浮いた。一方新

規導入設備の慣らし運転の不十分さが依然の残っている。たとえば1986年一87年に導入

され，再装備された528の試験的設備の 1月一 8月の平均稼働率(設計能力に対する実際

効率)は83%であった。その結果国民経済全体では， 0.7b.r.の生産高を失なったことに

なる。この分野でとくに成績の悪いのは建設産業で， 5か年計画の初頭に導入された27個

にのぼる大型パネル組立ビル建築新規装置は，そのすべてについて，設計どうりの能力を

発揮してレない。その平均能力は40%でしかない。

鉱工業，建設，その他の部門で欠勤が減少した反面 原料の手待ち 許可された不在な

どからの労働時間の喪失が増大している。完全経済計算制への移行にともない，経済活動

の活性化が見られるようになり，契約義務を考膚した生産物の売上高計画の達成率は新制

度に移行した企業の方が，平均より若干高くなっている。契約義務不遂行比率は前年同期

比で低下している。
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同時に，計画超過支出や引渡し義務違反による多額の罰金の支払いは，新制度のもとで

経営しているすべての鉱工業省(自動機械工業省を除く)にとって，利潤計画の不達成の

原因になっている。 25%以上の工業企業は利潤計画を達成しなかった。完全独立採算制の

企業は月から 8月にかけ約25万ルーフ。ルの企業内蓄積をミスしたため生産・社会発展

フォンドの取り崩しがおこなわれた。

契約義務は28%の企業が不達成であり，販売計画は98%の遂行度であった。鉱工業の生

産高は第3四半期のみを取ると3.7%伸びたが， 1 - 9月通算すれば3.6%であった。

3. 1987年までの経済実績の特徴と88年の計画

本節では，前節の二つの表を踏まえ87年に至る経済実績の特徴と1988年計画にみる経済

戦略を分析する。

まず1986年， 87年(の上半期)の経済実績を ソ連の国家統計委員会の発表に即して主

要なものを挙げると次のようになる。({E.G.} 87. No.5 および『統計紀要~ 87. No.7など

による)。

* 86年の結果は総体的に良好で‘効率も上がった。ペレストロイカは力を蓄えた。発展テ
ンポのマイナス成長とL、う否定的傾向は克服され ほとんどの部門で発展テンポが増大し

た。しかし生産の律動制の欠如 生産物の質と品目不足 契約どうりの出荷違反などがま

だ一部に残っている。生産の潜在余力は汲みつくされていないし，資材の無駄が許容され，

商品とサービスにたし、する人々の需要は十分にはみたされていない。(以上1986年)

基本的には，年頭初のおくれを取り戻すことができた。鉱工業はこの期間に予定した成

長率を確保した。「原料部門，金属部門，化学製紙，建材部門はほぼ計繭水準にまで回復

した。繊維，医療，皮革品，食肉加工品を除いて消費財は停滞を続けている。機械製作部

門は回復が遅く，高能率機械，機械製作用設備の生産が遅れているJo({ E.G.} 87.8/13) 
年初の立ち遅れの克服が遅い一連の部門として，機械，鉄道，建設部門がある。増大する

需要にたいする商品・サービスの供給の遅れがあり，小売販売高計画は不遂行である。(以

上1987年上半期)

* 社会的生産の集約化:機械の近代化は 4%アップ (85年が3.1%)。パソコンの生産が
開始された。

しかし工業生産物の更新テンポは計画を達成しなかった。高品質製品の生産割合は15%

であった。主要な生産物を生産している1500企業で国家検収制度が適用された。

科学一技術発展計画を達成しなかった省は，製鉄，軽工業食品機械，建設材料の各省

であった。鉱工業全体で原価引き下げからの節約額は4(b.r.) ，節約人員は70万人であっ

た。科学と生産との結合が強化された。機械産業では，研究所・設計機関の大部分は，生

産合同もしくは科学一生産合同の機構に組み込まれた。機械，製造工程，素材の開拓を

指向する「部門間科学一技術コンプレックス」が形成された。「セフ諸国との科学一技術

促進総合プログラムJの課題は遂行された。 3500点の新型の機械，設備，装置，機器が創

造されたが，そのテスト実施と生産への導入には長い時間がかかり，新規製品の多くは生

一 133-



望月喜市

産軌道に載せるまでに 3年以上かかってレる o 全国で2万4干の発明， 400万以上の合理

化提案があった。(以上1986年)

* 科学技術の進歩:生産設備の更新のための国家投資は16.5(b工)(この内9.3b.r.= 
56.4%は企業フォンドによる)，昨年同期比で10%アップである。しかし機械生産省の製

品の更新規模は1987年計画を下回る。 1500種の新製品が87年上期に出荷された。その中に

は， ミニコン， クレーン，溶接設備などが含まれる。

2000年にいたるセフ諸国との「総合科学技術開発プログラムJに対応した生産のオート

メイション化の新装置の生産・出荷が行われた。各種大型機械，車両，船舶，などの部分

構造総合加工のための加工センターや柔軟な生産モジュールなどが生産された。機械工業

の最重点生産物で世界水準に達する製品は40%を占めた。 [40%というこの大きさは，第

12次計画のルイシコブ報告 (86.6 . 19)， Iソ連製の機械で世界レベルに達しているのは機

械生産高の29%，工作機械省では14%，装具機械関係省では17%にすぎない，これを1990

年には80%-95%にする」と L、う課題とどう関連するか不明である。と言うのは，最重

点生産物の内の40%とL、う表現が両者の単純な比較を不可能にしているように思われるの

である。〕

世界レベルの新技術の生産開発計画は79%実現された。〔この場合，年間の計画値と比

較して 9月段階で79%の達成度なのか， 9月までの計画値(があると仮定して)と比較し

ているのか不明である。]この点で立ち遅れている省は，工作機械省，農業機械省，道路

建設機械省，軽工業・食品機械工業省などである。国民経済の技術的再装備に関する「産

業間科学一技術コンプレックス」を設置する最初の活動成果が実現された(たとえば，塑

性材料による回転ライン自動鋳造設備など)。しかし基礎技術の採用速度はまだ遅いテン

ポでしかない。たとえば石炭の機械化コンプレックスによる採炭のおくれかとか，酸素一

転炉製鉄比率 (36.4%)，連続鋳造法による出銑比率(16.8%)などの低率を克服できて

いない。

鉄道貨物輸送量は昨年比同一水準にあり，計画値に比較して98.6%の達成率であった。

貨物輸送速度は昨年比で1.8%の低下で平均時速は43.4kmで、あった。

* 生産物の質:この点で国家検収制度は1500の企業に適用されヶ月平均で毎月9000
万ルーフ。ル，提示産出物の0.8%が不合格となった。(再検査などにより)半年間に最終的

不合格の金額は4000万ルーブルであった。これがどの程度のものか計算してみよう。まず

毎月の検査を受ける工業製品総額は， 11. 25 b.r. ( O. 09 b工/o. 008)。一方鉱工業の年間生
産高は1985年(企業卸売価格で)803.8 b.r.であったから，年率約 4%の成長として1986

年は835.9b.r.。したがって一カ月ではこの12分の lの69.7b.r.。全工業製品のうち検査

を受ける比率は， 16.2% (11.25~69.7)。半年間でその内0.04b.r.が最終不合格となっ

たとすると，全鉱工業生産高に対する最終不合格比率は0.01% (0.04/69.7 x 6カ月)，検

査品総額に対するは最終不合格率は0.06%(0.04/69.7 x 6 x 0.162) となる。

* 生産ポテンシャルの利用:1986年から87年にかけて新規もしくは再装備を実施しか
っ検査対象とした433工場のうち， 87年 1-5月期で設計通りの性能を発揮していない

工場は259工場 (60%)であり，設計性能にたL、し実際に発揮した平均能力は， 82%であっ
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た。この数字は，機械コンプレックスで77%，化学一木材コンプレックスで66%，建築

コンプレックスで57%であった[これで、みるとかなり重要な工業コンプレックスの成績が

悪いことがわかる〕。結局利用の立ち遅れは，総額5億ルーフザルの損失をもたらしている。

(以上1987年)

* 資源の節約:資材・原燃料の有効利用効率が増大した。国民所得に占めるエネルギー
集約度は1.65，原料集約度は0.6%低下した。 3.5万トンの鉄鋼，鋼管の8万トン，標準燃

料の 2千万トン以上が節約された。国民経済が必要とする燃料・エネルギーの増加量の42

%はその節約分で充たすことができた。しかし節約課題を達成できなかった一連の省が存

在する。第2次原料の利用はまだ十分ではない。建設に際して倉庫に利用可能な設備類を

死蔵する傾向は減少しつつある。(以上1986年)

標準燃料の700万トン， 90万トンの鋼材， 100万トン以上のセメン卜，約300万立方メー

トルの木材の節約が実現した〔これが計画との関連でどの程度か記述なしJo(以上1987年
6ヵ月間)。

* 経営メカニズムの改善:新経営方法のもとで経営を行ってL、るのは， 86年末段階では
企業の数では3分の 1，生産高では50%である。多くの省で契約義務の遂行，労働生産性

の向上，生産発展フォンドによる設備近代化の実施など好ましい傾向が観察される。

新経営条件で稼働している鉄道は全平均に比較し少ない従業員で労働生産性の引き上

げ，原価引き下げに成功している。

国民経済の主要部門の管理組織の改善の結果 ここ何年かで初めて行政管理機関の職員

の減少を実現することができた〔どの程度かは不明-引用者注]。

農業では，農工コンプレッグスの具体化として，農業とその他の産業部門との統合形態

であるコンビナート企業がロシア共和国， ウクライナ共和国，白ロシア共和国で導入され

た。ラトビア，タジク共和国では， コルホーズ， ソフホーズ，加工工業企業，商業企業を

ベースとした，農産品販売会社(フィルマ)が発足した。

建設部門にペレストロイカが導入され，単一建設コンプレックスの中央指導が強化され

Tこ。

対外経済活動の改善作業が開始され，社会主義諸国との新しい協力形態，車接生産結合

が強化された。合弁企業の創設が実現した。(以上1986年)

多くの企業で直接経済結合が導入され，引渡し原則が強化された。労働集団の社会発展

資金は，昨年同期比で改善された。しかし完全独立採算制や資金自己調達制のメリットは

まだ十分引き出していなL、。若干の企業では，引渡し義務を守らない事による，罰金の支

払いなどで資金く、、りが苦しくなっている。新経営制度を実施している省の内，利潤計画を

達成したのは，自動(機械)工業省のみである。この不成績の 1つの原因は原価引き下げ

がうまくいっていないこと，資材一機械供給がうまく行かないことによるo 承認課題や経

済ノルマチーブの多数の改訂がある。第 1四半期の調査では，企業数の3/4はこれに該

当する。[承認指標とノルマチープの安定は，企業のやる気を引き出すうえで，もっとも

重要なことと考えられているのに，この状態では改革の先行きが思いやられるJo(以上

1987年)
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* 技術再装備と再建投資:投資総額は8%増加したのに対し，既存工場の近代化投資の
増加率は17%以上であった。生産投資のうち近代化への投資比率は42%であった。同定フォ

ンドの稼働開始高は181(b.r.)。その内130(b.r.)は生産フォンドである。本年稼働開

始した生産フォンド比率は， 1986年末で7%を占めた。

* 投入要素の集約的利用の問題では，つぎのように報じられている。
社会的生産性向上で国民所得の94%がカパーされ，労働節約は380万人に達した。この

労働生産性の増大は手労働の縮小(約100万人の節約)，労働時間の無駄の排除(平均約20

%)，労働定着度の引き上げ，受持ち部署・役職の兼任の拡大 (60万人の節約)などによっ

て実現された。

労働者のイニシャチブ(やる気)の増大，労働規律の強化が実現した。労働者の作業班

組織が一層拡大したが，そのもっとも進んだ形態である請負・独立採算制の普及はまだま

だ少なし、。労働職場の資格査定と合理化が導入されてはいるがまだその速度は遅い。

労働者・勤務員の年平均総数は118.5(百万人)，年間0.7%の増加率であり，一方コル

ホーズ員は12.8(百万人)であった。 700万人が生産現場で直接新しい職業教育をうけて

L 、る。また学位を持ちながらそれを有効に生かせない職場で働いている勤務員は，約400

万人もいる。

生産設備の稼働率を引き上げるもっとも有力な手段は，交代係数の引き上げである。[具

体的平均値についてのデータは示されていな~¥]， レニングラード，ハリコフ州， クルス

ク州，およびラトビア共和国その他若干の地域でこの問題が進展している。設備・機械の

新規導入に際して，最新のものでなく低いレベルの設備導入で事足れりとし、う安易なやり

方を脱してレない一連の合同企業・企業(以下企業と記す)がまだ存在する。また設備の

慣らし運転期間が終了しても，設計どうりの能力を発揮できないケースも散見される。原

価引き下げ課題の不達成を含め，約25%の企業は利潤・所得に関する計画課題が不達成で

あった。(以上1986年)

* 鉱工業:引渡し契約の遂行を考憲した利潤計画の遂行率は 98.6%であった。 25%の
企業で契約原則を侵犯している。生産物の販売計画は101%達成され，主要生産物の産出

計画は，たとえばガス，石炭，銑鉄，鉄鋼，自動車，金属切削工作機械，計算機，合成洗

剤，製紙，家具その他の年間計画は超過達成された。(以上1986年)

契約遂行度は企業数で計って76%[昨年比と同じ]。販売計画達成率は98.1%。これは

昨年同期比でみて悪化している。原価は昨年同期比で0.6%の低下。利潤額は増大したが，

財務計画の不達成企業は25%以上である。(以上1987年)

以上のような個々の年度の実績報告をふまえ 第12次5か年計画および1987年9月に至

る実績の特徴を総体的に観察しよう。

1 ) 第12次5か年計画(表 1)の総体的特徴をみると 産出(アウトプット)一般の指

標群は5か年の期央をはさんで，前半は低く後半になるほどその成長率を高くしているこ

とが分かる。この傾向に一致する指標は， r利用国民所得j，r鉱工業生産高j (生産財，消
費財を含む)， r労働生産性j(鉱工業，建設，鉄道を含む)などである。これに対して， r利
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潤」指標の成長率は期央でピークとなり.r小売販売高」は全期間を通じて同じ成長率を
保つようになっている。もっともユニークなのは「国家集中投資Jであって，投資前倒し

型を取っている。これは投資を先行させることでその効果を期間の後半に発揮させること

を狙った，最適蓄積理論の応用でもある。ただしこの投資は国家集中投資であって，

{ HX>(rr統計集j)には記載されていないものであり，また計画実績の発表にも登場しな

L 、概念なのでこの遂行状況を追跡できないのは，なんとも奇妙なことであり闘ったことで

ある。筆者の推定によれば「国家集中投資」とは「国家投資」と「国営企業投資Jからな

る概念で，この両者の比率が分れば投資における分権化の程度を追跡、できると考えられる。

L 、ずれにしろ，今次5か年計画はそのトレンドのなかに加速化要素が内在しており，こ

の方針をどう実現するか興味深し、ものがある。

2 ) 計画の全般的遂行状況をみると，初年度の1986年はかなり L北、成績で推移したが，

1987年の実績には停滞がみられ2年間の累積値でみて計画軌道から下方への逸脱が目につ

くようになった。しかしまだその逸脱は軽度で計画軌道に引き戻しうる可能性を持ってい

る。したがって1988年の動向が軌道への回帰を示すか， ますますの荊離を示すかは，計画

の達成を予測する上できわめて重要な意味を持つようになった。

最も総合的な指標である生産国民所得の成長率をみると. 1987年の場合9月まで実績値

が前年同期比で僅か2.4%であった。 1986年の向指標は4.1%であり， 1988年の生産国民所

得の計画成長率は4.3%と発表されているから，これが実現したと仮定すると最初の 3年

間で，生産国民所得指数は111.18となるO ところで表 lによれば5か年計画軌道上の利用

国民所得指数(生産国民所得では与えられていなし、)は1988年=112.4であるから，この

間の遅れは1.22ポイン卜である。したがって，この程度の遅れは工業指数と同様にまだ追

L 、付ける射程内にあると言えよう。

3 ) つぎに国民所得指標を支える 2大部門，すなわち鉱工業部門と農業部門の成長率を

みると，前者の遅れは回復可能であるが，後者のそれは，ほとんど 5か年計画軌道に戻る

ことは不可能な程立ち遅れている。

まず鉱工業生産の成長率を見ると， 1986年は実績が計画値を上回ったものの.87年では

年度計闘で0.8ポイントの遅れを示した。 1987年現在の遅れは.108.67(実績)対108.9(計

画)で0.13ポイント程度である。 88年の計画値は4.5%であるから，仮にこれが達成でき

たとすると，達成水準指数は113.57となり，計画指数値113.8から0.23ポイントの遅れで

軌道をフォローしているといえる。この程度であれば回復できない遅れではない。

問題は農業部門の遅れの大きさである。 1987年の成長率実績は1.1%であり，この伸び

の低さが生産国民所得の伸びを下方に引き下げたことは確かである。しかしこのように農

業生産高の本年の伸びは低かったにも拘らず，伝えられるところでは，本年の穀物生産高

は天候不順を乗り越えて，昨年に引統いて 2億 l千万トンを越えると推定され 5か年計

画の目標値2億 5000万トン-2億5500万トン(ルイシコフ報告， 86年3月)には到底及

ばないものの， 1976-80年平均の 2億500万トン， 1981-85平均の l億8000万トン

({ HX> 85. p .180)を越える記録であることは間違いなし、。ところが農業の総生産高とな

ると，現在までのその実績はかなり懇く 5か年計画を達成できないことは確実といえそう
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である。その状況を以下数字で検討してみよう。

農業部門はその性質上，天候の影響で毎年の生産高の変動が大きいのが常であるので，

5か年計画では表 lに見るように， 5か年平均の伸びを前5か年の平均の伸びと比較する

形を取っている。まず5か年計画では， 5か年聞に1.144倍の平均生産高を確保する予定

である(表 1，16行)。現在までの対前年比成長実績は， 86年=5.1%，87年=1.1%であっ

たから，この 2か年の累積実績は1.051 + 1. 062 (1. 051 x 1. 011) = 2. 11350 1988年の計画
成長率は3.4%であるから，かりにこれが実現したとして， 3年Hの指数は109.81，した

がって累積総額は321.16となる。 5か年計画の累積総額は572.0014.4 x 5 )であるから，

88年の計画達成を前提とすると，のこり 2年間に250.78(572.0-321. 18)の実績を確保

しなければならなL、。この大きさは， 88年の計画レベルを基準とした場合，年率9.5%の

引き上げ率に相当する。つまり，農業生産高が計画軌道へ回帰するためには， 88年の計画

目標3.4%の成長を達成した上で， 89， 90の両年は年成長9.5%を2年間維持しなければな

らない。これが実現すると， 1986年ーから1990年にかけて指数 (1985年=100)は次のよう

になる。 105.1 (実績) ;106.26 (実績) ; 109.87 (計画) ; 120.3 (計画) ; 131. 7 (計

画)合計573.22，これは平均指数114.6を意味し計画値に一致する。しかし， 88年の3.4%

の目標値はとにかく可能性を持つとしても， 89， 90年の両年連続して前年比9.5%の伸び

を確保することは過去の実績からみてほとんど不可能である。したがって農業生産の 5か

年計画達成は困難であると言わざるを得なし、。

しかしそれにも拘らず，蓄産物の生産ならびに国家買い付け高は比較的順調に伸びてい

る。たとえば食肉(死重，販売高) = 6 % (87年 1-8月の対前年比，以下同じ)，牛=

7%，豚=7%，羊コマイナス 9%，鳥=5%，搾乳量=2%，鶏卵=3%，買付け高:

家畜と家禽(生体重)= 9%，牛乳=3%，卵=3%など。

4 )国の基礎資源の採掘・生産は比較的順調である(表3)。

表 3 基礎資源生産高

1985年 1986年

計 画 実 績 計画(1) 実 績 計 画

石 油(憶トン) 6.30 5.95 6.16713.81 6.15 13.41 6.17 

天然ガス(億~) 6，300 6，430 6，720(4.5) 6.860(6.7) 7.120 

石 炭(憶ト/) 7.75 7.26 7.339 (j. 1) 7.51013.4) 7.436 

鉄 鋼(億トン) 1. 17~ 1. 2 1.083 1.11412 8)nl 1. 12 (3.41 1.128 

電力(¥0憶kw h) 1， 54411001由) 1.605(3.91 1599(3.5) 141 

原子力 167(10.8) 1931 12. O)~I 

水 力 214(13.9) 21603.5) 

火 力 1，164175.3) 1. 196 (74. 5) 
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表3 (続き)

1990年目標
1988年計画

3/15'86 6/20'86 

石 油(億トン) 6.4 (百万トパ (5) 6. 30~6.40 6.35 

天然ガス(億tl 15 00憶~) (5) 8， 350~8， 500 8，500 

石 炭(億卜1) 16 (百万トン)(5) 7.8~8.0 7.95 

鉄 鋼(億トン) 1. 159 1.16~ 1.19 1.19 

電力 00憶kwhl +68 (J04) (6) !， 840~ !， 880 !， 860 

原子力 390 (21) (2) 

水 力 245 (13.2) 

火 力 1. 225 (65.9) 

成長率(年率)

1. 3 (%) 

5.7 (%J 

1.8 (%) 

1. 9 (%) 

3.8 (克)

18.5 (%J 

2.7 (%) 

1. 0 (9-6) 

出所:1988年計画は『プラウダ~ (87.10.20) 1987年実績は『エコノミーチェスカヤ・カ。

ゼータ~ (87. No.44) これは 1，..，..， 9月の数量を;示す， 1986年実績は『エコノミー

チ z スカヤ・ガゼータ~ (87. No.5) 

注:

1 ) カッコ内は86年成長率

2 ) カッコ内は各発電様式のもつ比率(全体=100)

3 ) この数字は86年実績値から逆算

4) 5か年計画値より60(10億kw h)高い，とのみ発表されている。年平均計画成長

率3.8%を用いると，この数値は1，724 (10億kw h) となる。

5 ) 国家発住分をこえる数量として発表

6) 5か年計画lをこえる分量と対前年比

まず1986年の実績であるが，石油，天然、ガス，石炭，鉄鋼の総てについて 5か年計画

の年平均成長率を t:[8]っていること，電力は計画3.8%に対して実績は3.5%で僅かに及ば

ないが，チェルノブイリの惨事の後遺症を考えれば評価に値する実績であろう。つぎに石

油，鉄鋼に関して86年計画のにベルが5か年計画のそれに比較して高く設定されているこ

とが観測され，石油は年度計画をクリアーできなかったが，それでも年率3.4%の伸びを

示し，ここ数年続いた減少・停滞現象を打破したような印象をうける。 1987年についてい

えば， 6.17億トン(5か年計画軌道上では6.105億トン)の目標を掲げ 1-9月の実績で

1%計画を越えたと報告されている。その他の生産にしても総て87年計画をクリアーして

おり，その計画レベル自身も 5か年計画軌道上にあるかそれを越えているのである。 1988

年計画値の発表はまたまた直接比較不可能な方法で、行われた。この分野の成績は秘匿を必

要とするほど悪いは考えられないだけに，その意図を計りかねるところで.rグラースノ
チ」に逆行するものと言わなければらない。

5 ) 基礎材料の生産の好調なのに反して，機械生産部門の成績はふるわなし、。まず2か

-139-



望月喜市

年の機械工業の実績を計画達成率で見ょう。

表 4 機械工業の生産実績と要求レベル

1986年 1987年 平均の年成長 要求成長

タービン 95 (04) 96 (10) 107.0 112.0 

発電機 84 (21) 93 (100.4) 110.2 124.7 

電機機関車 98 (02) 91 (96) 99.0 104.8 

金属切削機 107 (09) 93 (97) 102.8 103.1 

同プログラム付 111 (23) 102 (02) 112.0 106.3 

鍛造プレス機 94 (105) 84 (91l 97.7 110.0 

産業ロポット 93 ([14) 99 (93) 103.0 107.3 

オートメ装具 102 (105) 98 (104) 104.5 104.5 

計算機 109 (113) 100.8 (110) 11 ¥. 5 106.4 

汎用プログラム機 97 (110) 110 113.4 

石油装置 97 (08) 91 (97) 102.4 108.9 

化学設備 87 (95) 95 109.2 

軽・食品機械 98 (104) 89 (96) 99.9 107.0 

トラクター 100.2 (103) 95 (94) 98.4 100.9 

農業機械 99 (109) 99 (03) 106.0 107.0 

穀物コンパイン 100.2 000.2) 100.2 100.2 

馬鈴薯収穫機 97 (13) 113 116.5 

酪農機械 98 (02) 94 (98) 100.0 104.5 

飼料用コンパイン 95 (02) 102 107.4 

エクスカベーター 102 000.9) 94 (95) 97.9 100.0 

出所{E.G.} 87. No.44より作成

注 1-2欄の数字は計画達成率。括弧内は前年比成長率。 1987年は 1-9月の前年同期

比成長率。 3欄は2か年平均年成長率。 4欄は計画を100%達成したと仮定したときの平

均成長率， したがってこの数値は計画当局が必要と考える成長率を示す。

まずこの表で要求成長率(第4欄)のもっとも高い機械から，順位を付けると

①発電機(124.7)，②馬鈴薯コンパイン(116.5) ③汎用プログラム装置(あらゆる設備

のためのプログラム管理用設備) (113.4)，④タービン(112)⑤鍛造プレス(110) とな
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り，プログラム付き工作機 006.3)や産業ロポット(107.3).計算機とその部品 006.6)

などはそんなに高い伸び率を要求していない。要求成長率 l位の発電機の場合，タービン

に接続して発電装置として利用されるわけであるが，極東・シベリアの電力，原子力発電

などの電力需要にこたえる緊急性をもっていると思われる。しかし計画達成率はマイナス

10%のレベルで決していし、成績ではない。興味深し、ことに86年は対前年成長率が21%に達

する好成績をあげながら，計画達成率は?イナス16%というのだから計画の要求成長率は

実に44%のアップであったということになる。そして87年のそれは7.5%の成長要求とス

ローダウンした。このような激しい要求の動きは他に例を見なし、。あるいはチェルノブイ

リ事故の影響を反映しているのかもしれない。

86年に最大の成長を達成したのはプログラム付き工作機 (23)であるが，この場合に

は計画を11%も超過達成しているが，要求レベルは約11%で、あった。そして87年の要求は

ゼロ成長でよいということになっている。これも激しい変化でリズミカルな生産とは言え

ない。

機械特性により次のようなグループわけして「平均成長率J(A)と「要求成長率と実際

成長率との格差J(B)を計算してみよう。

a) 1 -3ク。ループ:発電関係

b) 4 -10グループ:工作機，暗算機関係

(A) 

5.4% 

5.9% 

(B) 

8 % 

1.3% 

c) 11-12クーループ:化学工業関係 マイナス1.3 10.5% 

d) 13グループ:軽工業食品機械関係 o % 7.1% 

e) 14-20ク守ループ:農業機械関係 2.4% 2.7% 

ここにみられるように，実際成長率が5-6%を保っているのは発電，工作機械，電算

関係で，このニーズが高いことは納得できる。この両者のうち要求成長率と現実成長率と

の訴離が大きいクーループは発電関係であり，電算関係クソレープの誰離は大きくない。しか

しこのクやループ内の電算機やプログラム付き工作機などは要求以上に成長しているが，鍛

造プレス機(講離率12.6%) と産業ロボットの立ち後れは大きい(岡 4%)。その他は要

求と実際の成長率がほぼ並行している。

化学関係の設備生産の成長率はマイナスを記録し要求レベルとの格差がもっとも大き

い。西側への4つの大型化学プラントの一式発注・施工計画の遅れを反映しているのかも

しれない。軽工業食品工業関係の遅れも同様に大きく，この分野でもっとも多くの西側と

の合弁企業のプロジェクト計画が進行中であることと関係があるとも思われる。機械設備

の成長率は，生産性引き上げを左右する基軸となるものであるから，この立ち遅れの原因

究明と解決策を検討することはきわめて重要である。現在推定されている遅れの原困の一

つは，昨年から導入された「国家検収制度J(ゴスプリヨムカ)の品質コントロールにパ

スしない製品が多く出ていることである。この「国家検収制度」について，つぎのような

記述がある({E.G.) 87.No .32)。
「この制度の適用を受けているのは28部門. 1500以上の企業で全鉱工業生産高の20%.

個別品目では貨物自動車・乗用車の75%.工作機械の50%.酪農機械の50%.パス， トラ
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クター，テレビ，冷蔵庫，洗濯機のほとんど全部をカパーしている。この制度の効果は期

待どうりで，商品にたいする苦情が 1/2から 1/3に低下した。一度でパスする製品の比

率は徐々に高まってきている。工作機械省，酪農機械省所属の企業の初回パス率は低く 70

%，全国平均で第2四半期の合格率は88.4%であった。 87年 1-6月において最終的不合

格製品として消費者に到達しなかった商品は全部で:'40億ノレーブルにのぼる」。これ (40億

ルーブル)は全工業製品の約0.4%である。しかし受検生産物は全鉱工業の20%であるか

ら，受検生産物対比では 2%が最終的にパスしなかったことになる。したがって製品別に

見ればこの影響が大きい部門もあると考えられるのである。

6) 1987年までの 2か年の実績についてタルイジン(閣僚会議第 1副議長，ゴスプラン

議長)報告はつぎのように述べている (W プラウダ~ 87・10・20)0r基本的には87年に関
する 5か年計画にそって経済は進行している。最初の 2年間の基本指標は全体として遂行

されるものと期待される。 2年間の鉱工業の成長率は8.9%，農業は約10%になる。〔農業

に関するこの数字は表2の公式発表の実績値と合わなし、]。燃料・エネルギー，冶金コン

プレックス，農工コンプレッグス(とくに畜産)はしっかり成長している[農業の総合指

標実績値は決して好くな¥，¥]。建設機関の作業は改善された。技術再装備，現行企業の再

建に向ける資金が増大している。勤労者の賃金の増大は5か年計画の沿って，コルフォー

ズ員への支払いは 5か年計画以上に伸びている。住民の実質所得は 2年間で4.6%(年平

均2.2%)の成長率。社会的消費フォンドは計画以上に増加した [87年の計画値は発表さ

れていない。表2をみよ]。消費財商品とサービスの多くの項目に関し 5か年計画の課題

を越えることが予想される。社会面での投資額は2年間で95b.r.で，これは 5か年計画

を 11 b.r. ( 11. 6%)だけ超過している[2年間の国家投資全体額の成長率は，計画(113.

9)対実績(114.0)で5か年計画軌道に乗っている(表2参照)。しかし88年計画値は3.6

%でかなり低い。これは予定の行動だろうか。投資の前倒しの期間をすぎ，投資から消費

にスイッチを切り替えたとも考えられる]。住宅は1500万dが提供された。 1987年には機

械工業で一定の困難が出ている。すなわち装置のかなりものが国民経済に引き渡されな

かったし品質の引き下げも緩慢であった。機械部門は5か年計画課題と国家検収制の要

求に応えていない。本年は軽工業の増加テンポが落ち，契約義務の不遂行があった。新経

済メカニズムの可能性は現在のところ十分生かされていない。軽工業省はトリコット，靴

その他の一連の商品の供給状況の抜本的改善に成功していない。生産物の品質引き下げも

かんばしくない。商品流通計画は不遂行であった。商業省，セントロサユースの突き上げ

が不十分であった。 5か年計画に対応して1988年計画は最初の 2年間よりより高い発展テ

ンポが必要になる。

以上がタルイジン氏の現在に至る実績に関する報告である。総体として納得可能だが，

検討を要する評価や数値，不明ないし不十分な点が沢山ある。[ ]内はそうした筆者の

若干のコメントである。

さて， 1988年の計画は1987年の実績不振をふまえ，社会的インフラストラクチャーの充

実，小売販売，有料サービスの発展にとくに力を注いでいるように見える。それは表2の

「住民 l人あたりの実質所得J，r社会消費フォンドJ，r有料サービス売上高Jなどの88年
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計画成長率の伸びに反映されている。「小売販売高」の計画成長率は「アルコール飲料の

売上を含むJかたちで示されており，直接の比較ができないことは残念である。 88年計画

値が過去2か年の実績を踏まえ 5か年計画との関連でどうし、う配慮で、経済の舵を取ってい

るのか，その全体像は必ずしも明確でない。しかし消費生活優先それも相対的に手薄な社

会資本とサービスの充実を重点施策とする方針を88年計画で打ちだしてきたように思われ

る。

4.結びにかえて

以上の経済実績の分析を踏まえ，当面の経済戦略は次のようなものと考えられる。まず

経済の流れの上流部分に対応する，基礎資材面の生産，畜産物と穀物の生産状況は比較的

順調であり，投資額も悪くない。問題は機械生産だが，これは国家検収制度にたいする不

慣れもあり，当面打つべき手はうったので，状況を静観するしかない。現在の決め手は，

ペレストロイカへの勤労者・農民の改革の支持を取り付けるため，賃上げに対応する消費

財・サービス財を供給すること，社会資本と住宅の供給に全力をあげ，労働者の勤労意欲

を引き出すことが急務である。表2にみる1988年の計画数字はこうした見方を裏づけてい

る。前述のように5か年計画の実績は初年度の好調を2年目が侵食した結果，計画軌道の

下方の実績がずれ始めている。 3年目はこれをもとの軌道に戻すか，それともますます計

画軌道からそれてしまうかの正念場である。有利な点は，基農資材，穀物，畜産が好調な

ことであり，不利な点、は機械産業，小売販売高が不振な上，外国貿易が低調なことである。

投資の実施状況は総額で見る限り可もなく不可もないといったところであるが，個別的に

みると機械産業向け投資実現率はかなり悪い。

1988年の経済戦略としては，引続き基礎資材の生産を成長させるとともに，機械産業の

国家検収の合格率を高めること，外国貿易の加速化を計ること，合弁企業の設置を促進し

て外国資本，技術，経営ノウハウの導入を計ること，同時に外貨獲得を促進して，必要な

テクノロジーの買付け輸入を強化することが必要であろう。しかしココム規制の強化は

この経済戦略に暗雲をなげかけている。

最後に「グラースノスチ」にかけるソ連指導部の努力は評価できるが，統計資料の一層

多くの公表，概念の精密化，比較可能な連続性を持った資料の公開，計画アセスメントを

容易にするような，計画値と実績値の対応、性をもった発表など是非早急に実現して欲しい

ものである。このようなことを抜きにしては，相互理解を深めることは困難であり，なに

より経済改革の実現とシステムの一層の民主化は望めないと思われる。「ペレストロイカ

がなければ米ソ中距離核戦力(INF)廃棄条約の締結はあり得なかった。ソ連ではこれま

でひと躍りのエリー卜，特権階級があらゆる情報を管理し，内外に徹底した秘密主義を敷

いてきた。その壁が突き破られた。ゴルパチョフ書記長の登場以来 l年半， ソ連ではまさ

に新しい革命が起きている。 1917年の革命に匹敵する。J(M.ハワード英オックスフォー

ド大学教授。「読売新聞J12・5) 

最後にG.ザテエフ(ゴスプラン経済・社会発展予測局次長)のコメントを引用しよう。
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(WAPN ニュース~ '88.1.7) 

1(87年の経済について)① 石油の世界市場価格のは暴落が貿易面に大きな困難を生

み出した。

② 反アルコール政策の結果，ウオツカやワインの消費量が2年間にほぼ半減した。…そ

の分だけ住民の手元に金がのこり，消費物資に対する需要が大幅に増大した。-一国家収入

減は，年間約100億ノレーブ、ル。計画見込みの全体の販売高増が100億、ルーブルなので，合わ

せて約200億ノレーフールの売上げ増を確保しなければならない。

③ チェルノブイリ事故の後始末にほぼ20億ルーブル…。原発計画を下方修正し，その穴

埋めに，石油，ガス，石炭の採掘計画を増やさなければならなかった。

④ 86年は住宅建設ブームとなった。 87年の住宅建築量(計画)は史上空前の 1億2800万

d。

⑤ 国家検収制は…全体として生産高にマイナスの影響を与えた。 88年にはさらに730の

企業に国家検収制が導入される。

⑥ 経済計算制への移行に伴うさまざまなトラブルが生じている 0 ・・1
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